
 

 

2019年３月 28日 

各 位 

会 社 名 ソ ニ ー 株 式 会 社 

代 表 者 名 代表執行役 吉田 憲一郎 

(コード番号 6 7 5 8  東証  第 1 部 ) 

問い合わせ先 執 行 役 員  村 上  敦 子 

(TEL：03-6748-2111（代表）) 

  

 

総務・ファシリティ事業等の譲渡に関連するソニー株式会社から株式会社 NSFエンゲージメントへの 

会社分割（簡易吸収分割）に関するお知らせ 

 

 

 ソニー株式会社（以下、当社）は、別添の発表のとおり、ファシリティマネジメント＆ワークプレイスソ

リューション事業等の合弁会社の設立に向けた手続きの一環として、2019 年３月 28 日付にて、当社の総務・

ファシリティ事業等の一部に関する権利義務を、吸収分割の方法により、株式会社 NSFエンゲージメント（以

下、NSFE）に承継させる会社分割（以下、本会社分割）を行うことを決定しましたので、下記のとおりお知ら

せします。 

 

 なお、本会社分割は、当社が、当社の 100％連結子会社に一部事業を承継させる吸収分割であるため、開示

事項・内容を一部省略して開示しています。 

 

記 

 

１．本会社分割の背景及び目的 

 ソニーグループを支える総務・ファシリティマネジメント等のサービスの更なる品質向上、ならびに第三者

向けのファシリティマネジメント及びワークプレイスソリューション事業を提供することを目的として、別添

の発表のとおり、当社の完全子会社であるソニーコーポレートサービス株式会社（以下、SCOS）と株式会社

NTT ファシリティーズ（以下、NTT ファシリティーズ）との間で、ファシリティマネジメント＆ワークプレイ

スソリューション事業に関する合弁会社の設立を行うことといたしました。本会社分割は、当該合弁会社の設

立に向けた手続きの一環に位置づけられるものです。 

 

２．会社分割の要旨 

（１）会社分割の日程 

 吸収分割契約承認 代表執行役決定   未定 

 吸収分割契約締結日    未定 

 会社分割期日（以下、効力発生日）   2019年 10月１日（予定） 

(注) 本会社分割は、会社法第 784 条第２項に定める簡易吸収分割の規定により、当社における吸収分割

契約に関する株主総会の承認を得ることなく行います。 

 

（２）会社分割の方式 

当社を吸収分割会社、NSFEを吸収分割承継会社とする吸収分割です。 

 

（３）会社分割に係る割当ての内容 

NSFE は、本会社分割に際し、承継対象資産、債務、契約その他の権利義務に代えて、当社に対して、

別途協議の上決定される、NSFEの普通株式を割当てる予定です。 

 



 

（４）吸収分割会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

当社が発行した新株予約権及び新株予約権付社債の取扱いについて、本会社分割による変更はありませ

ん。 

 

（５）会社分割により増減する資本金 

本会社分割に際して当社の資本金の増減はありません。 

 

（６）承継会社が承継する権利義務 

NSFE は、当社の総務、ファシリティマネジメント、リスクマネジメント、保険ソリューション、トラ

ベルマネジメント及び不動産管理事業に関する資産、債務、契約その他の権利義務を、当社と NSFE の

間で締結する吸収分割契約書に定める範囲において承継する予定です。 

 

（７）債務履行の見込み 

当社は、本会社分割の効力発生日以降に弁済期が到来する債務につき、NSFE による履行の見込みがあ

ると判断しています。 

 

３．会社分割の当事会社の概要 

（１）当事会社の概要 

 
 

吸収分割会社 

(2018年３月 31日現在) 

吸収分割承継会社 

(効力発生日前日時点見込み) 

（１） 名 称  ソニー株式会社 
株式会社 NSFエンゲージメント（予

定） 

（２） 所 在 地 東京都港区港南一丁目７番１号 東京都港区 

（３） 代表者の役職・氏名 代表執行役 吉田 憲一郎 廣松 茂  

（４） 事 業 内 容 
電子・電気機械器具の製造・販売

等 

ファシリティ関連業務、総務関連業

務等 

（５） 資 本 金 865,678百万円 100百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1946年５月７日 未定 

（７） 発 行 済 株 式 数 1,266,552,149株 未定 

（８） 決 算 期 ３月 31日 ３月 31日 

（９） 大株主及び持株比率 

Citibank as Depositary Bank 

for Depositary Receipt Holders 

8.98％ 

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口）           

6.00％ 

日本マスタートラスト信託銀行㈱

（信託口）        

5.83％ 

JPMorgan Chase Bank 380055  

  4.95％ 

State Street Bank and Trust 

Company                  

2.28％ 

ソニーコーポレートサービス株式会

社             100% 

(10) 純 資 産 3,647,157百万円（連結）（注） ― 

(11) 総 資 産 19,065,538百万円（連結） ― 

(12) １株 当たり純 資産 2,344.96円（連結） ― 



 

(13) 売 上 高 8,543,982百万円（連結） ― 

(14) 営 業 利 益 734,860百万円（連結） ― 

(15) 経 常 利 益 699,049百万円（連結）（注） ― 

(16) 当 期 純 利 益 490,794百万円（連結）（注） ― 

(17) １株当たり当期純利益 388.32円（連結）（注） ― 

（注）当社は米国会計基準に基づき連結財務諸表を作成していますので、これらの数値はそれぞれ「資本合

計」、「税引前利益」、「当社株主に帰属する当期純利益」及び「１株当たり当社株主に帰属する当期純利

益」の数値を記載しています。 

 

（２）分割する事業の内容 

当社の総務、ファシリティマネジメント、リスクマネジメント、保険ソリューション、トラベルマネ

ジメント及び不動産管理事業の一部 

 

（３）分割する事業の経営成績（2018年３月期） 

 売上高  ０円（内部売上のため） 

 

（４）分割する資産、負債の項目及び帳簿価格（2018年 12月 31日現在） 

 資産   603百万円 

 負債   308百万円 

 

４．会社分割後の状況 

本会社分割による、当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容（本会社分割の対象となって

いる事業を除く）、資本金、決算期の変更はございません。また、NSFE についても、名称、所在地、代表

者の役職・氏名、事業内容、資本金、決算期のうち、2019 年３月 28 日現在において未確定な事項につい

ては、効力発生日前日までに確定する予定であり、本会社分割によるこれらの事項の変更は、本会社分

割の対象となっている事業に関する事業内容の変更を除き、ない予定です。 

 

５．今後の見通し 

 本会社分割による当社の連結業績への影響は軽微となる見込みです。 

 なお、合弁会社の設立に向け、本会社分割の他に以下の取引が予定されています。なお、各取引の効力

発生日は、本会社分割の効力発生日と同日となる予定です。 

(1) SCOS が営む、総務、ファシリティマネジメント、リスクマネジメント、保険ソリューション、ト

ラベルマネジメント及び不動産管理事業の一部に関する権利義務を NSFE に承継させるための吸収

分割 

(2) 当社の完全子会社であるソニーストレージメディアマニュファクチャリング株式会社が営む、総務、

ファシリティマネジメント、リスクマネジメント及び不動産管理事業の一部に関する権利義務を

NSFEに承継させるための吸収分割 

(3) 当社の完全子会社であるソニーグローバルマニュファクチャリング＆オペレーションズ株式会社が

営むファシリティマネジメント事業の一部の NSFEへの譲渡 

(4) NSFE を SCOS 及び NTT ファシリティーズ間での合弁会社とすべく（NTT ファシリティーズ：66％、

SCOS：34％）、(i)本会社分割にて割当てられた NSFE普通株式全部の当社から SCOSへの譲渡、及び

（ii）SCOSから NTTファシリティーズへの NSFE普通株式の一部の譲渡 

 

（参考）2018年度当期連結業績予想（2019年２月１日公表分）及び 2017年度連結実績 

 
連結売上高 連結営業利益 税引前利益 

当社株主に帰属する

当期純利益 

当期業績予想 8,500,000百万円 870,000百万円 950,000百万円 835,000百万円 



 

（2019年３月期） 

前期実績 

（2018年３月期） 
8,543,982百万円 734,860百万円 699,049百万円 490,794百万円 

 

以 上 



                                 
      

 

報道関係者各位 
 

2019 年 3 月 28 日 

 

株式会社 NTT ファシリティーズ 

ソニー株式会社 

ソニーコーポレートサービス株式会社 
  

NTT ファシリティーズとソニー、 

“場”から “人”をエンゲージメントする 

ファシリティマネジメント＆ワークプレイスソリューション事業合弁会社 

「NSF エンゲージメント」を設立 

 

本日、株式会社 NTT ファシリティーズ（本社：東京都港区 代表取締役社長 一法師 淳 以下、

「NTT ファシリティーズ」）とソニー株式会社（本社：東京都港区 代表執行役 社長 兼 CEO 吉田 

憲一郎 以下、「ソニー」。その連結子会社とあわせて、以下、「ソニーグループ」）は、NTT ファシリ

ティーズとソニーの連結子会社であるソニーコーポレートサービス株式会社（本社：東京都港区 

代表取締役 廣松 茂 以下、「ソニーコーポレートサービス」）が、ファシリティマネジメント＆ワーク

プレイスソリューション事業等に関する合弁会社である、株式会社 NSF エンゲージメント（以下、

「NSF エンゲージメント」）を設立すること（以下、「本件取引」）について、最終契約を締結した旨を

発表しました。NSF エンゲージメントは、ソニーグループに対する総務・ファシリティマネジメント事

業等を引き続き提供することに加え、新たなお客様へのファシリティマネジメント＆ワークプレイス

ソリューション事業も開拓してまいります。 

 

 NTT ファシリティーズは、日本の通信基盤を支える技術力に基づく、安心で信頼性の高いファシ

リティマネジメントサービス及びワークプレイスソリューションサービスを顧客へ提供する会社です。  

一方、ソニーコーポレートサービスは総務・ファシリティマネジメント事業等をソニーグループに対し

て展開しています。本件取引により、NTTファシリティーズは、製造業に対するファシリティマネジメ

ント＆ワークプレイスソリューション事業への参入を目指します。ソニーコーポレートサービスは、

ソニーグループを支える総務・ファシリティマネジメント等のサービスの更なる品質向上を期待して

います。 

 

 

１．「NSF エンゲージメント」設立の目的 

 

日本の社会・産業は、労働人口の減少、地球環境の問題、地域社会の活性化、AI・IoT による

ビジネス環境の変化など、多くの課題に直面しております。こうした中で、良い人材を確保するた

めの社員エンゲージメントの重要性が高まっており、また、地域社会における企業の社会的責任

も求められてきております。 

 

「“場”から “人”を エンゲージメントする」 

これが、NSF エンゲージメントのビジョンです。 

NSF エンゲージメントは、オフィスから開発・製造現場まで、様々な“場”の企画・マネジメント・運

用をワンストップで提供し、以下のとおり、“ステークホルダー”に対する「エンゲージメント」を高め

ることを目指します。 

・“お客様”の「働きやすさ」及び「働きがい」を高める 

・“地球環境・地域社会”への「貢献」を高める 



・“NSF エンゲージメントの社員”の「専門性」及び「先進性」を高める 

 

２．NSF エンゲージメントの概要（予定） 

  商号：株式会社 NSF エンゲージメント 

    （英文名称 NSF Engagement Corporation） 

  主な事業の内容：ファシリティマネジメント＆ワークプレイスソリューション事業 

  代表者：廣松 茂 

  本店所在地：東京都港区 

  合弁事業開始日：2019 年 10 月 1 日 

  資本金：1 億円 

  株主構成：NTT ファシリティーズ 66％ 

         ソニーコーポレートサービス 34％ 

  決算期：3 月 31 日 

 

以上 
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